






















Efforts of local governments are essential for achieving the Sustainable Development Goals (SDGs), 
positioned as the core elements of the 2030 agenda, adopted by all member states of the United Nations in 
September 2015. A nationwide online questionnaire survey was conducted in 2017 and 2018 to collect data on 
the actual implementation level of the SDGs in Japan. Results showed that recognition level of the SDGs 
increased significantly from 2017 to 2018. Meanwhile, the study has revealed that local governments are 
requiring guidelines and best practices towards achieving the SDGs.  
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１． はじめに 








このような世界の潮流を受け、日本政府は 2016 年 5
月に「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）推進本部」を設
置し、同年 12 月に「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実
















図 1 持続可能な開発目標（SDGs）の 17のゴール 
 
表 1 平成 29年度実施のアンケート調査の概要 













時期 2017 年 8 月 30 日～2017 年 12 月 27 日 









1. SDGs の認知度 
2. SDGs の関心度 
3. SDGs の達成に向けた取組の推進の方向性 
4. SDGs の取組状況 
5. SDGs の達成に向けた取組の推進に際しての課題 









ートは平成 29 年度から 2 回実施された。平成 29 年度の
調査概要を表 1に、平成 30年度の調査概要を表 2に示す｡ 
平成 29 年度のアンケートでは、SDGs の認知状況や
SDGs の達成に向けた取組の推進状況、取組の推進に際
して生じる課題や利点に関して尋ねられた。平成 30 年度
のアンケートも平成 29 年度とほぼ同様の内容である。 
全国 1,788 の自治体を対象に調査を行った結果、平成
29 年度の回収率は 41.6%（744 自治体）であったのに対











ったものを分類 4 とした。また計画の一部の施策を SDGs
の枠組みで精査している自治体を分類 2、全施策を SDGs


















た自治体は 64%（475 自治体）に上った。以上より SDGs
の存在を認知しながら、推進する予定もない自治体が存
在することが明らかとなった。 
表 2 平成 30年度実施のアンケート調査の概要［5］ 







































































調査時期 2018 年 10 月 1 日～2018 年 11 月 16 日 
配付数 1,788 自治体（47 都道府県、1,741 市区町村） 
回答数 1,020 自治体 
回答率 57.0％ 
質問内容 
1. SDGs の認知度 
2. SDGs の関心度 
3. SDGs の達成に向けた推進の方向性 
4. SDGs の達成に向けた取組の推進に際しての課題 
5. SDGs の達成に向けた取組を推進する利点 等 
調査目的 全国自治体における SDGs 推進の有無・程度の把握 
調査期間 2018 年 10 月 17 日～31 日 
調査対象 1,788 自治体（47 都道府県、1,741 市町村） 
調査方法 各自治体 HP から、各種計画内の SDGs 関連語句 



























SDGs の認知度の結果を 5 段階で示す（図 9）。SDGs













c）平成 29年度と平成 30年度の時系列変化の把握 
本項では平成 29 年度と平成 30 年度のアンケートの両
方に回答した自治体を抽出し、SDGs の認知度の変化に




を知っている」と回答した自治体は 2017 年から 18 年に
















































































































図 11 SDGsの認知度における時系列結果［注 1］ 
（２）自治体における SDGs取組度の把握 















図 13 に市区町村の各種計画における SDGs の言及の
有無および程度について示す。SDGs に言及している計






















































































































品川区 板橋区 葛飾区 江戸川区
あきる野市 奥多摩町 横浜市



































































































































の盛り込み状況を調査した。47 都道府県のうち 19 都道
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